
京王モールアネックス　地下街等防災推進計画（第一回変更）
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京王電鉄株式会社
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地下通路面積 1,395.2m2 その他(機械・電気室) 73.3m2

１．地下街等の名称、位置、区域及び面積

地下街等の名称 京王モールアネックス

地下街等の位置 東京都 新宿区 西新宿１－１８

地下街等の区域

全体面積 2,674.9m2

新宿東京海上日動ビル

久保ビル

出口：国道20号線脇歩道

出口：国道20号線脇歩道

ヤマダ電機ビル

EV

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
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２．地下街管理会社の代表者

京王電鉄株式会社　社長執行役員　都村 智史

３．防災管理責任者及び管理体制

防災管理責任者 自衛消防隊長・統括管理者　：　林 敬太　新宿管区長

管理体制

自衛消防隊長

（統括管理者）

通報連絡(情報)班

１ 消防機関へ通報及び通報

の確認

２ 館内への非常放送及び指

示命令の伝達

３ 関係者への連絡(緊急連

絡一覧表による)

４ 災害状況の情報収集

５ 逃げ遅れた者・負傷者等

の情報収集

６ 防火対象地区隊への情報

収集

７ 防火対象地区隊との連絡

調整、指示命令

８ 消防隊の誘導及び消防隊

への情報提供

初期消火班

１ 出火階に直行し屋内消火

栓による消火作業に従事

２ 地区隊が行う消火作業へ

の指揮指導

３ 消防隊との連携及び補佐

避難誘導班

１ 出火階に直行し避難開始

の指示命令・伝達

２ 非常口の開放及び開放の

確認

３ 避難上障害となる物品の

除去

４ 未避難者、要救助者の確

認及び本部への報告

５ ロープ等による警戒区域

の設定

応急救護班

１ 応急救護所の設置

２ 負傷者の応急処置

３ 救急隊との連携、情報提

供

４ 逃げ遅れた者の救出

安全防護班

１ 火災発生地区へ直行し、

防火シャッター、防火戸、

防火ダンパー等の閉鎖

２ 非常電源の確保、ボイ

ラー等危険物施設の供給

運転停止

３ エレベーター、エスカレー

ターの非常時措置

自衛消防隊長代行 兼 副隊長



（１）耐震診断範囲を下図に示す。

４．安全点検・調査結果－１

耐震診断・補強設計
結果

― ３ ―



（２）－ １　２０２３年度上期に実施した耐震診断結果を下図表に示す。

【P － ３ 型　１/６断面】

４．安全点検・調査結果－２

耐震診断・補強設計
結果

診断方法種別
 鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 平成２４年 ９月
 ［静的非線形骨組解析による応答変位法］

P － ３ 型（左右対称）

損傷レベル・破壊形態 部位図 計算結果表（補強要否判定）

― ４ ―

凡例



（２）－ ２　２０２３年度下期に実施した耐震診断結果を下図表に示す。

【Ｆ 型　２/６断面】

計算結果表（補強要否判定）

― ５ ―

４．安全点検・調査結果－３

耐震診断・補強設計
結果

診断方法種別
 鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 平成２４年 ９月
 ［静的非線形骨組解析による応答変位法］

Ｆ 型（左右対称）

損傷レベル・破壊形態 部位図

凡例



【Ｇ 型　３/６断面】

― ６ ―

４．安全点検・調査結果－４

耐震診断・補強設計
結果

診断方法種別
 鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 平成２４年 ９月
 ［静的非線形骨組解析による応答変位法］

Ｇ 型（左右対称）

損傷レベル・破壊形態 部位図 計算結果表（補強要否判定）

凡例



【P － ５ 型　４/６断面】

４．安全点検・調査結果－５

耐震診断・補強設計
結果

診断方法種別
 鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 平成２４年 ９月
 ［静的非線形骨組解析による応答変位法］

P － ５ 型（左右非対称）

損傷レベル・破壊形態 部位図 計算結果表（補強要否判定）

― ７ ―

凡例



【P － ６ 型　５/６断面】

計算結果表（補強要否判定）

― ８ ―

４．安全点検・調査結果－６

耐震診断・補強設計
結果

診断方法種別
 鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 平成２４年 ９月
 ［静的非線形骨組解析による応答変位法］

P － ６ 型（左右非対称）

損傷レベル・破壊形態 部位図

凡例



【Ｈ 型　６/６断面】

４．安全点検・調査結果－７

耐震診断・補強設計
結果

診断方法種別
 鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 平成２４年 ９月
 ［静的非線形骨組解析による応答変位法］

Ｈ 型（左右対称）

損傷レベル・破壊形態 部位図 計算結果表（補強要否判定）

― ９ ―

凡例



（３）耐震診断結果を基に実施した補強設計内容を下図に示す。

地下１階　上床版　補強設計図

４．安全点検・調査結果－８

耐震診断・補強設計
結果

― １０ ―



地下１階　側壁　補強設計図

４．安全点検・調査結果－９

耐震診断・補強設計
結果

― １１ ―



地下１階　中柱　補強設計図

― １２ ―

４．安全点検・調査結果－１０

耐震診断・補強設計
結果



地下２階　中柱　補強設計図

― １３ ―

４．安全点検・調査結果－１１

耐震診断・補強設計
結果

５．地下街防災推進事業において行われる補助対象事業

通路等公共的空間
の防災性向上に資
する施設の整備

○ 耐震補強
・耐震診断の結果を踏まえ、地下街（地下躯体）の崩壊及び崩壊箇所からの出水による水害等から、地下街利用者に対する危険性を取り除くことを目
的とし、補強が必要と診断された上床版・側壁・中柱について、補強費用や支障する施設物の移設を考慮した、適切な耐震補強工法で補強工事を行
う。
⇒ 補強工法
　　・上床版,側壁　：　あと施工せん断補強
　　・中柱　　　　 　 ：　リブバー補強（標準工法）、一面耐震補強（ﾘﾌﾞﾊﾞｰ補強不可の場合）



７．関連事業

・新宿駅周辺防災対策協議会（事務局：新宿区 総務部 危機管理課）
・新宿駅周辺地域都市再生緊急整備協議会（事務局：新宿区 総務部 危機管理課）
・東京都地下街等浸水対策協議会（事務局：東京都 都市整備局）

６．補助対象事業の計画期間、概算事業費

１） 補助対象事業の
計画期間

・令和 ６年度　～　令和 １１年度　：　耐震補強工事

２） 補助対象事業の
概算事業費

・通路等公共的空間の防災性向上に資する施設の整備【１６４１．０百万円】
　耐震補強工事　　　１６４１．０百万円

８．避難誘導計画

― １４ ―

災害等緊急を要す
る事態が発生した場
合の基本的な避難
誘導の考え方

（１） 避難誘導に関する基本的な考え方
　　　・地震発生時に即時の安全行動とパニックを防止するため、地下施設及び地上の安全確認されるまでの間は、放送設
　　　　備等により、現在地に留まるよう伝えるとともに地下施設内全体の被災状況の確認を行い、火災、浸水、閉じ込め、
　　　　下敷き、負傷者救護の対応を最優先に行う。
　　　・被災状況を把握し、安全が確保できる場所を一時避難場所として設定する。災害時避難場所の受け入れ状況を確認
　　　　し状況に応じて、新宿区が指定する災害時避難場所である新宿中央公園に誘導する。

（２） 避難方法、避難経路についての考え方
　　　・避難誘導の際には、災害関連情報を収集し、地下施設及び地上の安全を確認した後、最寄の安全な避難階段を活用
　　　　し地上へ避難誘導を行う。
　　　・避難誘導にあたっては、放送設備、携帯拡声器、懐中電灯、警笛、ロープ及び避難誘導経路図を活用して避難者に避
　　　　難方向や被災状況を知らせ、混乱の防止に留意し避難させる。

（３） 情報収集・情報伝達に関する体制、内容についての考え方
　　　・自衛消防隊長及び通報連絡（情報）班は、関係機関やテレビ（携帯電話ワンセグ機能含む）、ラジオ、インターネット等
　　　　により災害情報、道路状況、交通情報等の情報入手し、掲示板並びに放送設備等を通じて、施設内滞在者等へ情報
　　　　伝達（情報提供）を行う。


